都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区）宮下町アパート跡地事業　様式集

（様式Ｅ）資格要件事前確認書

	（様式Ｅ）







平成２３年　　月　　日
都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区）
宮下町アパート跡地事業

資格要件事前確認書

当社の、都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区）宮下町アパート跡地事業に応募するための資格要件について事前確認を願います。

企業名

商号又は名称
所在地
代表者役職名
氏名
印

担当者

氏名
所属
役職名
所在地
電話
ファクシミリ
確認項目

※ 簡潔かつ具体的に記入して下さい。

１．事前確認の対象は、次に掲げる資格を有するかの判断に関するものとします。
(ｱ) 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。
(ｲ) 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項の規定に基づく、建築一式工事につき特定建設業の許可を受けていること。
(ｳ) 「建築一式工事に係る建設業法第27条の23第１項に定める経営事項審査の直近の総合評点が1,500点以上である」と同等以上の能力
(ｴ) 「提案受付時を起点として過去10年の間に、集合住宅を含む延べ面積20,000㎡以上の複合開発について、事業実績がある」と同等以上の能力
(ｵ) 「不動産賃貸業・管理業を営み、その営業年数が15年以上、かつ過去３か年の平均売上高実績が連結決算で１億円以上ある」と同等以上の能力

(ｶ) 「法人格を有し、エリアマネジメントの活動実績または実施に当たってのコンサルティング実績を有すること」と同等以上の能力
２．本確認書に、資格を確認するのに必要となる資料を添付（Ａ４判又はＡ４判大に折り込む。）して、下記の受付期間内に受付窓口へ持参して下さい。部数は２部とします。
３．受付期間

平成２３年９月５日（月）から同月７日（水）とします。持参時間は午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間とします。


（様式Ｆ）提案内容に関する対話申請書
	（様式Ｆ）







平成２３年　　月　　日
都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区）
宮下町アパート跡地事業
提案内容に関する対話申請書
当グループは、都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区）宮下町アパート跡地事業への提案にあたり、提案内容に関する事前対話を希望します。

代表企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

分野
企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

代表企業

担当者

氏名
所属
役職名
所在地
電話
ファクシミリ
１．本表明書に所要の事項を記入し、資格要件事前確認結果通知書の写しを添付して、東京都に確認したい事項について取りまとめた事前質問書とともに下記の受付期間内に受付窓口へ持参して下さい。部数は、２部とします。
２．企業ごとに予定している担当分野（設計、建設、複合開発、不動産賃貸業・管理業、エリアマネジメント、その他）を記入してください。

３．記入欄が足りない場合は追加してください。
４．受付期間
平成２３年９月１５日（木）から同月１６日（金）とします。持参時間は午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間とします。
５．応募審査に当たり対話申請を行った企業グループで提案を求めることを義務付けるものではありません。


２．資格要件審査に関する様式
（様式０１）提案書提出届兼応募者構成員表
	（様式０１）
 グループ名 

	
平成　年　月　日

	提案書提出届兼応募者構成員表

	
	
	

	
	東京都都市整備局長　殿
	

	
	
	

	
	都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区） 宮下町アパート跡地事業 事業者募集要項等に基づき、下記の構成員により、提案書等を提出いたします。
	

	
	
	

	
	代表者
	所在地
	
	
	※２
	

	
	
	商号または名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号または名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号または名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号または名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号または名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号または名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	


※１　Ａ４判とする。
※２　資格要件を満たす構成員として申請する者はその分野（設計、建設、複合開発、不動産賃貸業・管理業、エリアマネジメント）を記入すること。
※３　記入欄が足りない場合は追加すること。
※４　各構成員の代表者は代表権のある役員とすること。
※５　各構成員は、以下の資料を添付すること。
◇定款（最新のもの）
◇会社概要（最新のもの）
◇印鑑証明書（事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）
◇使用印鑑届（実印に代わる印鑑を契約等に使用する場合。様式は随意）
◇法人税納税証明書（地方税に係るものを含む。事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）
１部提出
◇法人登記簿謄本（事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）
◇貸借対照表（直近実績３年分）
◇損益計算書（直近実績３年分）
◇利益処分及び損失の処理に関する議案（直近実績３年分）
（様式０２）設計の資格及び事業実績に関する調書
	（様式０２）
 グループ名 

	設計の資格及び事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号または名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	一級建築士事務所

登録番号
	
	
	

	
	過去１０年における、提案内容と同等以上の規模及び高さの建物の設計実績（代表的なもの１つ）
	

	
	施設名
	
	

	
	所在地
	
	

	
	発注者
	
	

	
	建物種類
	集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他
	

	
	施設延床面積
	
	

	
	施設の高さ
	
ｍ
	

	
	階数
	地上　　階　　　　地下　　階
	

	
	構造
	
	

	
	設計実施期間
	平成　年　月～平成　年　月
	

	
	備考
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社あたりＡ４判１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇一級建築士事務所登録を証明する書類
◇上記業務実績を示す資料（業務実績として挙げた建物が、設計を担当する応募構成員の業務実績であることが分かる資料(パンフレット等)であれば結構です。）
（様式０３）建設の資格及び事業実績に関する調書
	（様式０３）
 グループ名 

	建設の資格及び事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号または名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	建設業許可番号
	
	
	

	
	経営事項審査
	総合評点（建築一式）
点
	
	

	
	過去１０年における、提案内容と同等以上の規模及び高さの建物の建設実績（代表的なもの１つ）
	

	
	施設名
	
	


	
	所在地
	
	

	
	発注者
	
	

	
	建物種類
	集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他
	

	
	施設延床面積
	
	

	
	施設の高さ
	
ｍ
	

	
	階数
	地上　　階　　　　地下　　階
	

	
	構造
	
	

	
	工事実施期間
	平成　年　月～平成　年　月
	

	
	備考
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社あたりＡ４判１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇特定建設業許可を証明する書類
◇経営事項審査結果通知書
◇上記業務実績を示す資料（業務実績として挙げた建物が、建設を担当する応募構成員の業務実績であることが分かる資料(パンフレット等)であれば結構です。）
（様式０４）複合開発の事業実績に関する調書
	（様式０４）
 グループ名 

	複合開発の事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号または名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	宅地建物取引業者

免許証番号
	
	
	

	
	過去１０年間における、集合住宅を含む延床面積20,000㎡以上の複合開発実績（代表的なもの１つ）
	

	
	施設名または事業名
	
	

	
	所在地
	
	

	
	事業手法
	
	

	
	住宅の種類
	賃貸　・　分譲
	

	
	住戸数
	戸
	

	
	住宅以外の複合施設
	※　施設の機能・内容について記載すること。
	

	
	施設延床面積
	
㎡
	

	
	
	
	うち、住宅部分
㎡
	

	
	
	
	うち、商業施設、地域貢献施設部分
㎡
	

	
	
	
	その他
㎡
	

	
	完成年月
	平成　年　月
	

	
	備考
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	


	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社あたりＡ４判１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇宅地建物取引業免許登録を証明する書類
１部提出
◇上記業務実績を示す資料（業務実績として挙げた建物が、複合開発を担当する応募構成員の業務実績であることが分かる資料(パンフレット等)であれば結構です。）
（様式０５）不動産賃貸業・管理業の資格及び事業実績に関する調書
	（様式０５）
 グループ名 

	不動産賃貸業・管理業の資格及び事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号または名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	マンションの管理の適正化の推進に関する法律44条に規定する登録番号
	
	
	

	
	不動産管理業の

営業年数
	
	
	

	
	営業年数、不動産賃貸業・管理業に係る過去３年間の平均売上高実績
	

	
	創業年月
	
	

	
	設立年月
	
	

	
	不動産賃貸業・管理業に係る過去３年間の平均売上高実績
	過去３年間の平均売上高
	
百万円
	

	
	
	
年度
	
百万円
	

	
	
	
年度
	
百万円
	

	
	
	
年度
	
百万円
	

	
	備考
	※　当該企業の主要業務、管理戸数の推移、管理形態の内容（自社物件、管理委託別の戸数など）等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社あたりＡ４判１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇上記業務実績を示す資料
１部提出
（様式０６）エリアマネジメントの活動実績または実施に当たってのコンサルティング実績に関する調書
	（様式０６）
 グループ名 

	エリアマネジメントの活動実績又は実施に当たってのコンサルティング実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号または名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	エリアマネジメントの活動実績又は実施に当たってのコンサルティング実績
	

	
	事業名
	
	

	
	活動場所
	
	

	
	実施期間
	
	

	
	備考
	※　当該企業の事業に対する関与方法（自身の活動かコンサルティングか）、エリアマネジメントの活動内容等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社あたりＡ４判１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇上記業務実績を示す資料
１部提出
（様式０７）参加確認書
	（様式０７）
 グループ名 

	

	
平成　年　月　日

	
	東京都都市整備局長　殿
	

	
	
	

	
	参加確認書
	

	
	
	

	
	「都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区） 宮下町アパート跡地事業」事業者募集要項等に基づき、以下の（地域貢献施設の運営者／エリアマネジメント活動の担当者）と、活動内容、経済条件、運営に係るリスク・責任分担及びその他について必要な協議を行い、合意に至りました。
	

	
	応募者代表者
	所在地
	
	
	

	
	
	商号または名称
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	該当者
	所在地
	
	
	

	
	
	商号または名称
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	備考
	※　下記項目を参考にして、合意の内容について記載すること。

・活動内容：活動内容、運営方法　等
・経済条件：賃貸条件　等

・運営に係るリスク･責任分担：地域貢献施設の運営に係るリスク負担は運営主体が負う　等
	

	


※　（地域貢献施設の運営者／エリアマネジメント活動の担当者）ごとに作成し、１社につきＡ４判１枚とする。
３．借地料の適格審査に関する様式

（様式０８）借地料の適格審査に関する自主確認書

	（様式０８）
 グループ名 

	
	借地料の適格審査に関する自主確認書
	

	
	※　以下の条件を満たしているかを確認して下さい。
	自主
	審査
	

	
	
	○を付ける
	

	
	　応募者が提案した借地料が、都の示す借地料の基準：19,797千円（月額）以上であることの条件を満たしていることを確認する。
	
	
	

	
	
	

	
	提案借地料等
	

	
	　提案借地料
	
円
（月額）
	

	


※１　Ａ４判１枚とする。

※２　応募者で自主チェックを行い、条件を満たしていることを確認して○を付けること。
４．基本的事項の適格審査に関する様式
（様式０９）基本的事項の適格審査に関する自主確認書
	（様式０９）
 グループ名 

	
	基本的事項の適格審査に関する自主確認書
	

	
	※　以下の必須条件を満たしているかを確認して下さい。
	自主
	審査
	

	
	
	○を付ける
	

	
	ア　地域貢献施設が、次に掲げる条件の全てを満たすか確認する。
	※２
	
	

	
	① 地域貢献施設として、地域産業を担う企業、クリエイター等の交流、育成、創造、情報発信その他の創造の拠点にふさわしい機能をもった施設が提案されているか
	
	
	

	
	②　地域貢献施設の延床面積が500㎡以上であるか
	
	
	

	
	イ　賃貸住宅が、次に掲げる条件の全てを満たすか確認する。
	
	
	

	
	①　賃料が、近傍類似の賃貸住宅の平均的な家賃（クリエイター等のライフスタイルに適した住宅を除く住宅の半数程度の戸数）であるか
	
	
	

	
	②　住戸の専有面積が40㎡以上であるか（単身者向けを除く）
	
	
	

	
	③　単身者向けの住宅については、専有面積は25㎡以上で、総戸数の3分の1未満であるか
	
	
	

	
	④　渋谷区マンスリーマンション等建築等規制条例第２条に定めるマンスリーマンション等、当地区での定住の促進に寄与する可能性が低いと判断される住戸を整備する場合、ガイドラインの趣旨と合致した住戸とし、この住戸は整備要件である100戸程度に算入していないか
	
	
	

	
	ウ　既存店舗所有者が店舗を継続する部分の条件として、低層部に配置し、従前の生活再建に必要な範囲で追加取得する部分を含めた面積を確保し、既存店舗所有者の意向を配慮した施設計画及び事業計画であるか
	
	
	

	
	エ　エリアマネジメント活動に関する提案がされているか
	
	
	

	
	オ　工事期間中に既存店舗の敷地内仮移転が必要な場合に備え、敷地内で仮設店舗設置が可能なように配慮しているか
	
	
	

	
	カ　計画敷地に、既存集会所の代替機能を複合施設建物内に整備し、かつ、工事期間中における既存集会所の代替機能を計画地周辺に確保しているか
	
	
	

	
	キ　事業者が都に支払う借地料が基準借地料以上であるか
	
	
	

	
	ク　建築基準法上の規定などに対して重大な不適格箇所がないか
	
	
	

	
	ケ　構造・工法などに重大な不適切箇所がないか
	
	
	

	
	コ　事業収支計画の内容に重大な不適切箇所がないか
	
	
	

	
	サ　都市開発諸制度等を活用した提案に関して、重大な不適切箇所がないか
	
	
	

	
	シ　その他事業の基本的な部分に関して、重大な不適切箇所がないか
	
	
	

	
	地域貢献施設の延床面積
	

	
	　地域貢献施設の延床面積
	
　　　　㎡
	

	


※１　Ａ４判１枚とする。
※２　応募者で自主チェックを行い、必須条件を満たしていることを確認して、○を付けること。
（様式１０）建築基準法上の規定などの適用に関する説明書
	（様式１０）
	
 グループ名 

	
	建築基準法上の規定などの適用に関する説明書
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　総合設計制度を活用する場合は、総合設計許可要綱に適合するかが判断できる内容（必要に応じ、図も含めること。）を提示すること。
※　建築指導担当部署との協議状況について記載すること。


	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
５．施設計画・事業計画及び賃料等に関する様式
(1) 事業の企画・計画に関する提案

（様式１１）複合施設全体の企画、計画に関する提案
	（様式１１）
	
 グループ名 

	
	複合施設全体の企画、計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・施設全体のコンセプトを明確に示すこと。
・施設全体の企画・計画及び周辺地域との関連について、配慮していること。
・各施設の配置計画及び全体の動線計画について、配慮していること。
・施設間の連携について配慮していること。

	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式１２）施設の維持・管理及び修繕計画に関する提案（施設計画）
	（様式１２）
	
 グループ名 

	
	施設の維持・管理及び修繕計画に関する提案（施設計画）
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］


	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式１３）複合施設の周辺への配慮に関する提案
	（様式１３）
	
 グループ名 

	
	複合施設の周辺への配慮に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・周辺地域の環境に対する影響について、配慮していること。
（日照、風害等）

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式１４）「創造性を刺激する空間の形成」に関する提案
	（様式１４）
	
 グループ名 

	
	「創造性を刺激する空間の形成」に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・ガイドラインの実現に向けた考え方を明確に示すこと。
・地域外や他用途等との連携について、配慮していること。

	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式１５）地域貢献施設の計画に関する提案
	（様式１５）
	
 グループ名 

	
	地域貢献施設の計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・施設のコンセプトを明確に示すこと。
・施設の機能、規模等を示すこと。
	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式１６）地域貢献施設の運営・管理計画及び利用料に関する提案

	（様式１６）
	
 グループ名 

	
	地域貢献施設の運営・管理計画及び利用料に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・当施設を長期間にわたり、安定的かつ持続的に事業運営を行う運営・管理計画であること。
・施設の利用料等について、考え方を含め記載すること。

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式１７）「多様な都心居住の推進」に関する提案
	（様式１７）
	
 グループ名 

	
	「多様な都心居住の推進」に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・ガイドラインの実現に向けた考え方を明確に示すこと。
・地域外や他用途等との連携について、配慮していること。

	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式１８）クリエイター等向け住戸の計画に関する提案
	（様式１８）
	
 グループ名 

	
	クリエイター等向け住戸の計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・対象とすべきクリエイター等について、考え方を示すこと。
・基本的な住戸性能がクリエイター等に適していること。
・クリエイター等世帯向け住戸のすぐれた企画・計画であること。
・定期借家終了時等の住替えについて配慮していること。

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式１９）住宅の計画に関する提案
	（様式１９）
	
 グループ名 

	
	住宅の計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・都心を支える居住機能を強化する良質な賃貸住宅であること。
・賃貸住宅について、すぐれた企画・計画をしていること。
・都心居住を踏まえて、コンセプト、グレード、ターゲット層、賃料を設定していること。
・防犯安全対策を講じていること。
・多世代交流について配慮していること。
	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式２０）共用部分及び共用施設の企画・計画に関する提案
	（様式２０）
	
 グループ名 

	
	共用部分及び共用施設の企画・計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・誰でも使えるコミュニティスペースなど共用部分及び共用施設について、すぐれた企画・計画であること。
・都心居住を踏まえた企画・計画であること。

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式２１）賃貸住宅の運営・経営計画に関する提案
	（様式２１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 グループ名 

	
	賃貸住宅の運営・経営計画に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書き）


	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・安定して賃貸住宅の事業運営を行うことができる運営・経営計画、維持・管理計画等

・募集方法、入居者決定方法

・契約期間
・クリエイター等世帯向け住戸の管理運営方法、都心居住を踏まえた賃貸住宅の管理運営方法について、配慮していること。

	

	


※　Ａ４判１枚にまとめること。
（様式２２）「歩いて楽しいまちの形成」に関する提案
	（様式２２）
	
 グループ名 

	
	「歩いて楽しいまちの形成」に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・ガイドラインの実現に向けた考え方を明確に示すこと。
・地域外や他用途等との連携について、配慮していること。
・周辺環境と調和するネットワークの形成に配慮していること。

	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式２３）歩行者ネットワーク全体の整備の考え方に関する提案
	（様式２３）
	
 グループ名 

	
	歩行者ネットワーク全体の整備の考え方に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・対象地だけでなく、ガイドライン対象エリア全体における歩行者動線について、現状の分析を行った上で、歩行者ネットワーク全体を整備するために必要な機能整備に係る考え方を提案すること。

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式２４）にぎわい施設の運営・管理計画に関する提案

	（様式２４）
	
 グループ名 

	
	にぎわい施設の運営・管理計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・当施設を長期間にわたり、安定的かつ持続的に事業運営を行う運営・経営計画であること。
	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式２５）来街者や地域に開かれたオープンスペースやみどり空間の考え方に関する提案
	（様式２５）
	　　　 グループ名 

	
	来街者や地域に開かれたオープンスペースやみどり空間の考え方に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・周辺の施設や緑地との係わりに配慮していること。

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式２６）環境に関する提案
	（様式２６）
	
 グループ名 

	
	環境に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、具体的に提案すること。

・持続可能な都市づくりについて考慮していること。
・ヒートアイランド現象の緩和を図っていること。
・水と緑のネットワークの形成に寄与する広場やオープンスペースを整備していること。
・熱負荷の低減に資する省エネルギー対策を講じていること。

	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式２７）環境配慮に関する条件についての提案
	（様式２７）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 グループ名 

	
	環境配慮に関する条件についての提案
	

	
	［要点］（箇条書き）


	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・別紙５の内容を満足していることが確認できること。

	

	


※　Ａ４判にまとめること（枚数指定なし）。
（様式２８）景観に関する提案
	（様式２８）
	
 グループ名 

	
	景観に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・計画建築物が、都市景観に与える影響

・周辺の景観と調和していること。
・周辺と調和した色彩であること。
・「東京都景観色彩ガイドライン」を踏まえた提案とすること。

	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。
（様式２９）複合施設における災害時における対応方策に関する提案
	（様式２９）
	
 グループ名 

	
	複合施設における災害時における対応方策に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、具体的に提案すること。

・災害時における利用者の安全確保、帰宅困難者対応等に配慮していること。

	
	

	
	


※　Ａ３判２枚以内にまとめること。

（様式３０）エネルギー源の多様化・分散化に向けた提案
	（様式３０）
	
 グループ名 

	
	エネルギー源の多様化・分散化に向けた提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・「東京都電力対策緊急プログラム」を踏まえ、太陽光発電や、高効率のコージェネレーションシステムの活用等により、エネルギー源の多様化、自立化、分散化の推進に配慮すること。

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式３１）複合施設の防犯への配慮に関する提案
	（様式３１）
	
 グループ名 

	
	複合施設の防犯への配慮に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・東京都防犯対策住宅建設基準に基づいていること。
・共用部分における不審者監視について考慮していること。
・ピッキングなどの侵入盗難対策を講じていること。

	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式３２）地域産業の活性化に資する取組に関する提案
	（様式３２）
	
 グループ名 

	
	地域産業の活性化に資する取組に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、具体的に提案すること。
· 地域貢献施設等を活用し、地域産業の活性化に資する取組であること。
	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。

（様式３３）地元等との連携による地域のまちづくりに資する取組に関する提案
	（様式３３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 グループ名 

	
	地元等との連携による地域のまちづくりに資する取組に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書き）


	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・地元との連携体制について具体的に示すこと。

	

	


※　Ａ４判１枚にまとめること。
（様式３４）エリアマネジメントの運営方法等に関する提案
	（様式３４）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 グループ名 

	
	エリアマネジメントの運営方法等に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書き）


	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・エリアマネジメント活動の実施に向けた活動体制、活動内容及びスケジュール並びにエリアマネジメント活動の運営体制、運営内容及び運営スケジュール等を明示すること。

	

	


※　Ａ４判１枚にまとめること。
(2) 事業の運営・経営に関する提案

（様式３５）施設全体の運営・経営計画に関する提案

	（様式３５）
	
 グループ名 

	
	施設全体の運営・経営計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・施設全体が70年間の長期にわたって安定して事業運営を行うことができる運営・経営計画、維持・管理計画およびその体制等

・各施設の特性を踏まえた、施設全体のバランスのとれた運営・経営計画

・社会の変化に対応できる運営・経営計画
	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。

（様式３６）既存店舗所有者との調整に関する提案
	（様式３６）
 グループ名 

	
	既存店舗所有者との調整に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書き）
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・調整体制について

・調整手順について

・敷地内での仮設店舗について

・敷地外での代用店舗について

・複合施設に整備する既存店舗所有者用の店舗配置について

・地権者との調整に当たっては、弁護士法（昭和24年法律第205号）第72条その他の関係法令を遵守すること。
	

	


※　Ａ４判１枚にまとめること。
（様式３７）既存集会所の代替機能に関する提案
	（様式３７）
 グループ名 

	
	既存集会所の代替機能に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書き）
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・複合施設内に整備する代替機能について

・工事期間中に確保する代替機能について（既存集会所を除却する場合）
	

	


※　Ａ４判１枚にまとめること。
（様式３８）施設の除却及び更地返還計画に関する提案
	（様式３８）
 グループ名 

	
	施設の除却及び更地返還計画に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書き）
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・工法

・除却期間

・周辺への安全面及び環境面の配慮

・概算除却費
	

	


※　Ａ４判１枚にまとめること。
(3) 事業収支計画に関する提案
（様式３９）事業収支計画など財務計画の考え方と特色
	（様式３９）
	　　　 グループ名 

	
	事業収支計画など財務計画の考え方と特色
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・70年間にわたる長期間の考え方
	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式４０）特別目的会社の運営方針に関する提案
	（様式４０）
	　　　 グループ名 

	
	特別目的会社の運営方針に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書き）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・当事業の運営主体である特別目的会社が、70年間にわたり、安定的かつ持続的な事業運営を行う運営方針について提案すること（出資者、借入金など資金調達、会社の運営方法等）。
	
	

	
	


※　Ａ３判１枚にまとめること。
（様式４１）事業収支計画算出書（資金計画及び資金調達計画表）
	（様式４１）
 グループ名 

	事業収支計画算出書（資金計画及び資金調達計画表）

	
	資金計画
	資金調達計画
	

	
	支　　出
	調達方法
	細目
	金額
	

	
	項　目
	金額
	
	
	
	

	
	① 調査費等
	
	①出資金
	
	

	
	② 既存権利者関係
	
	
	出資金１
	
	
	

	
	③ 既存建物除却費
	
	
	出資金２
	
	
	

	
	④ 工事費
	
	
	出資金３
	
	
	

	
	⑤ その他
	
	
	出資金計
	
	

	
	
	
	
	② 借入金
	
	

	
	
	
	
	
	借入金１
	
	
	

	
	
	その他計
	
	
	借入金２
	
	
	

	
	合　計
	
	
	借入金３
	
	
	

	
	収　　入
	
	借入合計
	
	

	
	項　　目
	金額
	③ その他
	
	

	
	① 地域貢献施設保証金
	
	
	
	
	

	
	② 賃貸住宅敷金
	
	
	
	
	

	
	③ 商業施設保証金
	
	
	
	
	

	
	④ その他施設保証金
	
	
	
	
	

	
	⑤ 出資金
	
	
	
	
	

	
	⑥ 借入金
	
	
	
	
	

	
	⑦ その他
	
	
	その他計
	
	

	
	合　計
	
	合　計
	
	

	


※　記入要領
１．記入欄の過不足に応じて適宜改定して使用すること。
２．金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
３．資金調達について、負債に優先劣後構造を採用する場合「借入金」の欄には優先貸出・劣後貸出の別を「細目」に、出資金に優先株及び普通株出資を採用する場合「出資金」の欄には優先株及び普通株に分けて記入しその別を「細目」に明記すること。
※　Ａ４判２枚以内とすること。
（様式４２）事業収支計画算出書（資金計画内訳書）
	（様式４２）
 グループ名 

	事業収支計画算出書（資金計画内訳書）

	
	支　　出
	内訳
	

	
	項　目
	金額
	
	

	
	① 調査費等
	
	
	

	
	② 既存権利者関係
	
	
	

	
	③ 既存建物除却費
	
	
	

	
	④ 工事費
	
	
	

	
	⑤ その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	その他計
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	
	収　　入
	内訳
	

	
	項　　目
	金額
	
	

	
	① 地域貢献施設保証金
	
	
	

	
	② 賃貸住宅敷金
	
	
	

	
	③ 商業施設保証金
	
	
	

	
	④ その他施設保証金
	
	
	

	
	⑤ 出資金
	
	※（様式４３参照）
	

	
	⑥ 借入金
	
	※（様式４４参照）
	

	
	⑦ その他
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	


※　記入要領
１．上記にあげた項目の算出根拠について、可能な限り具体的かつ詳細に記載すること。

２．項目については、他の様式との整合性に留意すること。

３．記入欄の過不足に応じて適宜改定して使用すること。
４．金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
５．資金調達について、負債に優先劣後構造を採用する場合「借入金」の欄には優先貸出・劣後貸出の別を「細目」に、出資金に優先株及び普通株出資を採用する場合「出資金」の欄には優先株及び普通株に分けて記入しその別を「細目」に明記すること。
※　Ａ４判１枚とすること。
（様式４３）事業収支計画算出書（出資金明細表）
	（様式４３）
 グループ名 

	事業収支計画算出書（出資金明細表）

	
	出資者
	出資金額
	出資者の役割・要件の充足等
	その他
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	


※　記入要領
１．記入欄の過不足に応じて適宜改定して使用すること。
２．金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
３．出資について順次段階別に出資を受ける場合、必要とする出資金を全て調達した段階の計画を記入すること。この場合「出資金・借入金調達スケジュール表」に段階的な資金調達計画の明細を記入すること。
４．出資者名については具体名を記入すること。現段階で具体名を記入することが困難な場合でも、想定される出資者名や業種等についてできる限り具体的に記入すること。
５．出資者の役割については、各出資者が本事業において果たす役割を明確に記述すること。
６．要件の充足については、募集要項「第２ 応募の手続 ４ 応募者の条件」に該当する出資者であるか否か等について記入すること。
７．優先株を発行すること等を予定している場合、優先株・普通株の別等については「その他」に記入すること。「その他」の欄にはこれ以外に応募者が必要と考える内容について適宜記入すること。
※　Ａ４判１枚とすること。
（様式４４）事業収支計画算出書（借入金明細表）
	（様式４４）
 グループ名 

	事業収支計画算出書（借入金明細表）

	
	金融機関名
	借入金額
	借入条件
	

	
	
	
	借入金利
	金利の説明
	返済方法
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	


※　記入要領
１．記入欄の過不足に応じて適宜改定して使用すること。
２．金額は千円単位、千円未満を四捨五入すること。
３．借入について順次段階別に貸出を受ける場合、必要とする借入金を全て調達した段階の計画を記入すること。この場合「出資金・借入金調達スケジュール」に段階的な資金調達計画の明細を記入すること 。
４．金融機関名については具体名を記入すること。現段階で具体名を記入することが困難な場合でも、想定される金融機関名や業種等についてできる限り具体的に記入すること。
５．借入条件の借入金利については具体的な金利水準（小数点第二位まで、例えば○.○○%等）、金利の説明については金利水準の算出根拠（例えば、基準金利は○○で○.○○%、利ざやは○.○○%等）や変動・ 固定金利の別等をできる限り詳細に記入すること。
返済方法については、元金均等返済等の返済方法を具体的に記入すること。一般的に考えられる返済方法等とは異なった返済方法を採用する場合には、返済方法のみではなく毎年度の返済額等を記入すること 。
６．優先劣後構造を採用すること等を予定している場合、優先借入・普通借入の別等については「その他」に記入すること。「その他」の欄にはこれ以外に応募者が必要と考える内容について適宜記入すること。
※　Ａ４判１枚とすること。
（様式４５）事業収支計画算出書（出資金・借入金調達スケジュール表）
	（様式４５）
 グループ名 

	事業収支計画算出書（出資金・借入金調達スケジュール表）

	
	
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	

	
	出資金
	出資者名
	金額
	出資者名
	金額
	出資者名
	金額
	出資者名
	金額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	

	
	借入金
	金融機関名
	金額
	金融機関名
	金額
	金融機関名
	金額
	金融機関名
	金額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	

	
	
	総合計
	
	総合計
	
	総合計
	
	総合計
	

	


※　記入要領
１．記入欄の過不足に応じて適宜改定して使用すること。
２．金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
３．基本協定締結後、事業開始直前までに出資金・借入金を順次段階的に調達する場合の資金調達スケジュールを記入すること。
４．出資者名・金融機関名及び金額については他の帳票と整合すること。
※　Ａ４判１枚とすること。
１部提出





１部提出












































PAGE  
― 7 ―

